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南極地域観測統合推進本部観測・設営計画委員会においては、各観測の性格に応じ、以下の観点から第Ⅷ期計画（２２～２７年
度）の中間評価を実施した。

〔研究観測〕
①重点研究観測：Ⅷ期計画のメインテーマである「南極域から探る地球温暖化」を軸に、計画期間（２２～２７年度）を通じ

て集中的に実施する研究観測であることから、当初計画に照らした前半期の進捗状況（実績・成果を含む）
を「ＳＡＢＣ」評価。

②一般研究観測：南極域の特色を生かした先進的な取組を公募・採択し、新たな学問分野の開拓・発展を図る研究観測である
ことから、ボトムアップの計画が抽出される過程の正当性・透明性や、抽出された計画の先進性・科学的有
効性を「ＳＡＢＣ」評価。

③萌芽研究観測：将来の重点・一般研究観測に向けた予備的な取組を公募・採択し、科学的有効性や技術的課題などを明らか
にする研究観測であることから、ボトムアップの計画が抽出される過程の正当性・透明性や、抽出された計
画の先進性・科学的有効性を「ＳＡＢＣ」評価。

〔基本観測〕
基本観測（定常観測、モニタリング観測）は、学術研究に不可欠な科学観測データを、６か年計画の期を超えて長期的・定
常的に取得、維持・管理、公開するものであり、計画期間の経過に基づく本中間評価にはなじまないものであることから、観
測データの学術的な貢献度（必要に応じて国際的、社会的な貢献度も加味）や、品質を保持しつつ推進する観測の自動化・省
力化の状況、利用者のニーズを踏まえた公開の状況などを確認。

【重点研究観測の評価に係る留意事項】
重点研究観測については、上述のとおり、当初計画に照らした第Ⅷ期計画前半期（２２年度～２４年度）の進捗状況を評価した。
ただし、前半期には、第５３次（２３年度）及び第５４次（２４年度）南極行動において、南極観測船「しらせ」が、過去に経
験がないほど分厚く発達した海氷に進路を阻まれ、南極・昭和基地沖への接岸を断念せざるを得ず、結果、当初計画していた物資
の輸送を完遂できなかった経緯があった。
このため、本中間評価結果を参照するに当たっては、当初予期しがたかった突発的事象に見舞われ、各研究観測実施者の自助努
力だけでは補完しがたい外的要因により、計画に遅れが生じていることを勘案する必要がある。
本委員会においては、この研究資材の輸送問題に起因する計画の遅れを、どのように評価するのかということについて議論し、
結果として、研究環境が極めて厳しい極域研究においては、これら物資の輸送も含めて全ての研究プロセスが、評価の対象となる
との立場から本評価を行った。
したがって、南極という極限環境下において実施される研究観測に向けては、こうした不測の事態にも対応しうる、万全の輸送
態勢を整備するべく、南極地域観測統合推進本部をはじめ、関係各位の不断の努力が必要である。
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第Ⅷ期計画
１．重点研究観測
１－１．評価目名称
「南極域中層・超高層大気を通して探る地球環境変動」

自己点検評価・中間評価　共通様式

南極観測審議
委員会中間評価

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

●海氷状況等に
より計画どおり
には行っていな
いところがある
が、それを補い
つつ順調に成果
を上げている。
●今後の研究の
さらなる進展が
期待されるが、
重要研究観測の
大テーマの中で
の本サブテーマ
の位置づけを常
に念頭に置いて
いただきたい。
●６年の期間に
縛られない長期
計画を背景に設
定することも重
要である。

Ｓ：特に優れた実績・成果を上げている。
Ａ：計画通り、または計画を上回った実績・成果を上げている。（達成度100%）
Ｂ：計画を若干下回っているが、一定の実績・成果を上げている。（達成度70～100%未満）
Ｃ：計画を大幅に下回っており、改善が必要である。（達成度70%未満）

計　画 実績・成果 自己点検評価
観測事業計画検討
委員会中間評価

評価結果：Ｂ
（ＳＡＢＣ評価）

＜Ⅷ期全体＞
　本研究では、温暖化する対流圏
から寒冷化を示す中層・超高層大
気に至る鉛直断面を測定する、
レーダーやライダーなどの観測手
法を用いて様々な変動のシグナル
を捉えることで、南極域中層・超
高層大気の種々の擾乱の応答を精
査し、その長期変動の解明を目指
す。
　具体的には、南極域初の大型大
気観測装置として、「南極昭和基
地大型大気レーダー（ＰＡＮＳ
Ｙ）」を運用し、対流圏から電離
圏までの広い高度範囲の３次元風
速やプラズマパラメータを高分解
能・高精度で観測して、鉛直風や
運動量フラックスなどの力学量を
正確に求める。本システムによ
り、大気重力波等の小規模現象を
含むエネルギー収支の定量評価が
初めて可能となる。その結果、南
極中層・超高層大気の地球温暖化
に関連する各プロセスの役割を明
確化し、その実態解明に迫る研究
を行うことができ、気候予測モデ
ルの改良に資することにより、気
候予測精度の向上に寄与する。

第Ⅷ期前半（22～24年度）の実
績・成果（別紙のとおり）

①計画、目標・目的をどの程度達
成したか
　国内研究者のみならず国際コ
ミュニティーの待望する大型装
置、ＰＡＮＳＹレーダーを種々の
困難な状況を乗り越え１／４シス
テムながら連続運転に漕ぎ付け、
ほぼ１年の良質な連続データを取
得しつつあること、初期結果を出
版しつつあることはＳ評価に値す
るⅦ期開発の関連装置群も52次か
ら順調に稼働して良好かつ成果の
でるデータを取り続け、これもＡ
以上の評価。重点研究としては前
半３年の論文出版が少ないと見ら
れる可能性も考慮すると"Ａ－"の
部分もある。しかしながらプロ
ジェクトを通じて若手も育ってお
り、ＰＡＮＳＹのデータが今後本
格的に解析フェーズに入る事を考
えると後半３年の展望は明るい。

②国際共同観測にどの程度貢献し
たか
　ＰＡＮＳＹはこれからだが、Ｍ
Ｆレーダー等長期連続の装置につ
いては南極大陸やグローバルな国
際協同観測に貢献している。

●ＰＡＮＳＹが
１／４システム
しか稼働できて
おらず、前半３
か年終了時点で
も１／２という
ことは、当初計
画を下回ってい
ると言わざるを
得ない。

●このため、Ｂ
評価が妥当と考
えられる。

●ただし、「し
らせ」輸送に係
る制約がある
中、これまでに
ない画期的な
データを継続的
に取得できてい
る実績等もあ
る。

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）
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計　画 実績・成果 自己点検評価
南極観測審議
委員会中間評価

観測事業計画検討
委員会中間評価

　また、地球表層・対流圏の温暖
化のみならずオゾンホール・極中
間圏雲等、人間活動の影響を受け
る現象の観測を通して、新たな地
球気候監視の手段を提供する。日
本は、大気レーダー分野において
世界をリードする実績を有するた
め、本システムを中核設備とし
て、昭和基地のみならず各国基地
の地上観測を有機的につなぎ、同
じく世界トップ水準にある大循環
モデルや、衛星観測を組み合わせ
ることで、世界の極域大気科学を
リードする。こうして、極域大気
の諸過程の役割を明確化し、温暖
化等気候予測精度の一層の向上を
はかり、極域科学のブレークス
ルーをもたらす。大型大気レー
ダーの南極への導入は、南極大気
の上下結合や地球気候全体の中で
の南極大気の役割と特殊性を理解
するのに有効であることから、国
際コミュニティにおいても強く望
まれてきたものであり、主要な国
際学術組織ＩＵＧＧ、ＵＲＳＩ、
ＳＣＡＲ、ＳＣＯＳＴＥＰ、ＳＰ
ＡＲＣからも実現への提言が出さ
れてきたものである。

第Ⅷ期前半（22～24年度）の実
績・成果（別紙のとおり）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ｂ
（ＳＡＢＣ評価）

　さらに、Ⅷ期に入って大気光イ
メージング観測でネットワーク観
測構築を進めており（ＡＮＧＷＩ
Ｎ）、３月には極地研で国際研究
集会を開催する等貢献が大であ
り、Ｓと判定できる。

③他の研究にどの程度影響を与え
ているか
　ＰＡＮＳＹが加わった昭和基地
での中・超高層大気観測は南極最
大の拠点観測となった。今後貴重
な観測データをの蓄積とともに広
い活用が進みモデルの改良等に資
するべく、本研究の推進とデータ
提供は貢献大であり各方面の影響
は大きい。Ａ判定。
　以上を総合してＡ評価とした。

●共同研究機関
のdutyとして大
型予算を使用す
る以上、データ
公開と解析体制
についての検討
も必要である
（関係者の独占
になってはいけ
ない）。
●また、若手の
成長もあるとの
説明があった
が、プロジェク
ト終了後のケア
についても考慮
を希望する。

●今後は以下の
ことに留意しつ
つ、計画を推進
することが求め
られる。

＞前半３か年の
計画の遅れを後
半３か年におい
てどのようにし
てばん回するの
か、輸送態勢の
現状と今後も踏
まえつつ、検討
すること。

＞若手の育成も
視野に入れつ
つ、国内外の研
究者によるＰＡ
ＮＳＹの共同利
用・共同研究を
推進するための
仕組み／体制を
整備すること。

＞取得したデー
タが、地球環境
変動に関する研
究にどのように
結びつけられる
のか、国民にも
理解できるかた
ちで示すこと。
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計　画 実績・成果 自己点検評価
南極観測審議
委員会中間評価

観測事業計画検討
委員会中間評価

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ｂ
（ＳＡＢＣ評価）

　さらに、昭和基地で観測を継続
するＭＦＡレーダー、Ｓｕｐｅｒ
ＤＡＲＮレーダーなどのレーダー
装置に、第Ⅶ期計画の分野融合型
重点プロジェクト研究観測「極域
における宙空－大気－海洋の相互
作用からとらえる地球環境システ
ムの研究」において開発したＯＨ
大気光観測装置、下部熱圏探査
レーダー、レイリーライダー、ミ
リ波観測装置（ミリ波分光計）な
ど成層圏から下部熱圏域を観測す
る各種装置を組み合わせて上下結
合研究を推進する。また、これま
で未解明のオーロラや流星など地
球外からのエネルギーや粒子の流
入に関連した電離大気と中性大気
の相互作用や微小ダストの働きに
ついて、下部熱圏から電離圏にか
けてこの領域の温度変動並びに電
離圏イオンと中性原子の分布や変
動を詳細に捉える高機能ライダー
システムを新規開発し、昭和基地
での既存の観測に加えることで理
解を進め、力学のみならず化学組
成や電離大気反応の観測研究に発
展させる。
　こうした種々のレーダーやライ
ダー、光学観測装置と大型大気
レーダーとの協同観測を行い、精
密数値モデルとも組み合わせて、
地球環境変化を敏感に反映する南
極中層・超高層大気の固有の雲や
渦・波動の物理を定量的に評価す
ることで地球温暖化に関連する各
プロセスの役割を明確化し、その
実態解明に迫る研究を行う。

第Ⅷ期前半（22～24年度）の実
績・成果（別紙のとおり）
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＜Ⅷ期前半＞
「大型大気レーダー」を設置し、
運用を開始する。また、第Ⅶ期計
画期間中から開発を進めてきた高
機能ライダー観測等の観測を実施
する。

＜Ⅷ期後半＞
「大型大気レーダー」の安定的な
運用を継続させるとともに、昭和
基地や無人観測点における各種観
測を継続する。

第Ⅷ期前半（22～24年度）の実
績・成果（別紙のとおり）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ｂ
（ＳＡＢＣ評価）

　

計　画 実績・成果 自己点検評価
南極観測審議
委員会中間評価

観測事業計画検討
委員会中間評価
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第Ⅷ期計画
１．重点研究観測
１－２．評価目名称
「南極海生態系の応答を通して探る地球環境変動」

観測事業計画検討
委員会中間評価

評価結果：Ｂ
（ＳＡＢＣ評価）

Ｓ：特に優れた実績・成果を上げている。
Ａ：計画通り、または計画を上回った実績・成果を上げている。（達成度100%）
Ｂ：計画を若干下回っているが、一定の実績・成果を上げている。（達成度70～100%未満）
Ｃ：計画を大幅に下回っており、改善が必要である。（達成度70%未満）

第Ⅷ期前半（22～24年度）の実
績・成果（別紙のとおり）

①計画、目標・目的をどの程度達
成したか
　ほぼ計画通りに観測、分析作業
を行うことができた。研究成果も
順調に公表されつつある。一昨年
度、東日本大震災による停電によ
り石巻専修大および東北大に保存
中の試料が使用不能となったこ
と、昨年度の海鷹丸航海において
表層係留系が氷山との衝突により
使用不能となったことが不可抗力
ではあるが、達成できなかった点
である。

●重点研究観測
として、関連す
る観測をまとめ
ていく方向性が
不明確である。
個別観測相互の
関連性が見え
ず、ばらばらの
印象を受ける。

●広大な南極海
の実態解明に
は、国際的な枠
組みの中、各国
の観測実績も踏
まえた研究が必
要だが、そうし
た活動が見受け
られない。

●これらのこと
から、当初目標
に向けて研究観
測が適切に進捗
しているものと
は判断しかね
る。

自己点検評価・中間評価　共通様式

南極観測審議
委員会中間評価

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

●東日本大震災
等の影響はあっ
たが、地球温暖
化（人為起源の
環境変動）を解
明する上で不可
欠な南大洋を対
象とした研究は
ほぼ順調に進め
られ、生物影響
に関係した重要
な情報が得られ
ている。
●５５次以降の
物資輸送の影響
を受けにくいこ
とから、３つの
重点サブテーマ
の中で本サブ
テーマの成果が
特に見込まれ
る。

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

計　画 実績・成果 自己点検評価

＜Ⅷ期全体＞
　海洋温暖化・酸性化は海洋物
理、化学、生物プロセスすべてに
関わる複合的な事象であり、かつ
経年的な変化の様相を捉える必要
があるため、これまでの南極地域
観測事業における「ふじ」や「し
らせ」の観測の蓄積を有効に活用
すべく従来の観測海域を対象域と
して選定することが大変有効であ
る。そして、無機炭素循環及び関
連する生物群の構造と機能につい
ての定量的な現状把握を目指し、
先ず、海洋生態系全体として変動
が大きい夏季の季節海氷域におい
て、複数観測船を用いた同一観測
線における時系列観測を実施す
る。この観測においては、水温、
塩分、栄養塩、一次生産量などの
基本的データはもとより、ネット
サンプリングによる翼足類や円石
藻類などの動植物プランクトンの
分布と現存量評価、船上酸性化飼
育実験、短期漂流係留系観測、pH
や炭酸塩飽和度に関連する溶存炭
酸物質の観測を実施する。
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●他方、測定さ
れた各パラメー
タ間の有機的関
連についての説
明が十分ではな
く、現時点では
別個に実施され
ている感もあ
る。
●後期には、そ
れぞれの結果に
対する考察なら
びに第Ⅷ期計画
のメインテーマ
「南極域から探
る地球温暖化」
につながる総合
的解析が望まれ
る。
●また今後の論
文数増加と国際
的展開も望まれ
る。

●他の２テーマ
に比べて「しら
せ」輸送に係る
制約が小さいと
考えられること
からも、厳しい
評価とせざるを
得ない。

●ただし、「し
らせ」と海洋観
測船を組み合わ
せて活用するこ
とにより、南極
海の生態系に関
する貴重なデー
タを取得できて
もいる。

●また、東日本
大震災の影響に
より、採取した
サンプルの一部
が使用不能に
なったことへの
配慮も必要であ
る。

計　画 実績・成果 自己点検評価
南極観測審議
委員会中間評価

観測事業計画検討
委員会中間評価

　さらに、長期係留系により、有
機炭素の深層輸送量や溶存炭酸物
質の通年変動を観測する。これら
により得られた観測結果は、南極
海生態系の温暖化・酸性化の実態
を知らしめる、いわば「現在値」
であり、今後さらに進行する酸性
化、温暖化、低塩分化、それらの
相乗効果を含めた環境変動に対す
る海洋生態系の将来予測に資する
データを提供することが可能とな
る。
　本研究課題が関連する研究分野
は、プランクトン生態学に加えて
他の低次生物群の生産生態学、生
物ポンプに関わる生物地球化学、
二酸化炭素の挙動に関する大気化
学、海洋化学、生態系モデリング
などであり、分野横断的研究体制
が必要である。我が国唯一の定着
氷・海氷域観測プラットフォーム
である「しらせ」を利用した東南
極季節海氷域における観測を行う
ほか、南極底層水の形成過程など
海洋深層を把握するため「しら
せ」以外の海洋観測船も活用して
実施する。

＜Ⅷ期前半＞
「しらせ」と専用観測船との協力
により、プランクトン生態調査、
溶存炭酸系分析用試料採取等の観
測を実施する。

＜Ⅷ期後半＞
引き続き「しらせ」と専用観測船
との協力により海洋観測を実施す
る。

第Ⅷ期前半（22～24年度）の実
績・成果（別紙のとおり）

評価結果：Ｂ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）
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計　画 実績・成果 自己点検評価
南極観測審議
委員会中間評価

観測事業計画検討
委員会中間評価

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ｂ
（ＳＡＢＣ評価）

●今後は以下の
ことに留意しつ
つ、計画を推進
することが求め
られる。

＞基本観測デー
タの活用も視野
に入れつつ、３
つのサブテーマ
を総合的に解析
（例えば、生態
系変動のモデル
解析）するため
の仕組み／体制
を整備するこ
と。

＞本研究観測の
国際連携に占め
る位置づけ／役
割を明確にし、
取得したデータ
がどのようにど
の程度国際的に
貢献するのか示
すこと。
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第Ⅷ期計画
１．重点研究観測
１－３．評価目名称
氷期—間氷期サイクルから見た現在と将来の地球環境

第Ⅷ期前半（22～24年度）の実
績・成果
≪平成22年度（52次隊）≫
　夏期の内陸ドーム旅行での研究
観測及びリュツォ・ホルム湾の海
底地形地質音響探査を実施した。
内陸ドーム旅行では、３０００ｍ
深層掘削孔の検層観測、ドーム南
方１０ｋｍ地点での浅層掘削（１
１２ｍ深）とフィルンエアサンプ
リング、沿岸からドームふじ基地
輸送ルート沿いの雪氷・気象観測
を実施した。またドームふじ基地
に保管してある氷床深層コアを約
６５０ｍ分持ち帰った。現在、持
ち帰った氷コアサンプルや雪試料
の分析を進めている。リュツォ・
ホルム湾の海底地形地質音響調査
は、海氷状況により多くの観測は
実施できなかったが、状況の良い
地点ではわずかに測線を増やすこ
とができた。

①計画、目標・目的をどの程度達
成したか
　海底堆積物の掘削については開
発する予算がつかなかったので、
デザインのみで計画を中止した。
54次隊でのドームふじ基地からの
氷床深層コアの持ち帰りは、「し
らせ」ヘリコプターの不具合によ
り中止した。それ以外について
は、ほぼ計画通りに観測できた。

②国際共同観測にどの程度貢献し
たか
　54次隊では氷床内部の検層観測
をアメリカとの共同観測で開始し
た。
　雪尺による質量収支の年々変動
データや氷床流動データは、衛星
観測の地上検証などの目的で、各
国で利用されている。ウイスコン
シン大学との共同観測の無人気象
観測装置による気象観測データ
は、ほぼオンラインで公開してい
る。

●南極の氷期－
間氷期サイクル
が地球全体の環
境変動に与える
影響を評価する
ための筋道が不
明確であるた
め、当初目標に
向けて研究観測
が適切に進捗し
ているものとは
判断しかねる。

●海底堆積物に
よる古環境変動
解析が中止に
なったことは、
当初計画を大幅
に下回っている
と言わざるを得
ない。

●これらのこと
から、厳しい評
価とせざるを得
ない。

評価結果：Ｂ
（ＳＡＢＣ評価）

＜Ⅷ期全体＞
　本研究の目的は、「南極寒冷
圏」の中でも特にデータが少ない
東南極氷床とその周辺の南極海を
研究対象地域として、氷床や地
形・堆積物に記録された古環境の
変動記録を採取・解析し、世界各
地から知られる環境変動イベント
とのタイミングや大きさを比較・
検討することによって、東南極を
中心とする「南極寒冷圏」が地球
規模の気候や環境変動に果たして
きた役割を解明することにある。

　第Ⅵ期及び第Ⅶ期計画の中で、
ドームふじ基地における氷床深層
コアの採取・解析や、昭和基地周
辺の南極沿岸部における地形地質
調査等に基づいて研究を進め、こ
れまで過去７２万年に及ぶ地球環
境変動史や、東南極沿岸の氷床末
端部の前進・後退の変動史を明ら
かにしてきた。本計画では、これ
までの研究成果を踏まえた上で、
さらに高精度・高時間分解能及び
長いタイムスケールでこれらの変
動記録を精緻に解明するととも
に、得られた諸現象間の相互関係
や因果関係を明らかにしてゆくこ
とを目指す。

自己点検評価・中間評価　共通様式

南極観測審議
委員会中間評価

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

●当初の目的達
成に向けて多角
的観測が実施さ
れ、貴重なデー
タが集積されて
いる点は称賛に
値する。それは
国際的にも評価
されており、今
後、海底堆積物
へとさらに研究
が進展すること
が期待される。

Ｓ：特に優れた実績・成果を上げている。
Ａ：計画通り、または計画を上回った実績・成果を上げている。（達成度100%）
Ｂ：計画を若干下回っているが、一定の実績・成果を上げている。（達成度70～100%未満）
Ｃ：計画を大幅に下回っており、改善が必要である。（達成度70%未満）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

計　画 実績・成果 自己点検評価
観測事業計画検討
委員会中間評価

9



特に、ターゲットとする時代とし
て、世界中に詳細な記録が残され
ている最新の氷期－間氷期サイク
ルである約１０万年前以降の「最
終氷期－後氷期」に最も着目して
研究観測を推進するとともに、寒
冷な間氷期から温暖な間氷期へ変
化した約３０～４０万年前の「中
期ブルンヌ境界」や、氷期－間氷
期サイクルが４．１万年周期から
１０万年周期に変化した約１００
～８０万年前の「中期－後期更新
世境界」も対象とする。具体的な
研究観測としては、以下の項目を
実施する。（１）東南極氷床の内
陸と沿岸での氷床コアの掘削及び
時系列記録の解析、（２）陸上と
海底の地形地質調査と堆積物の採
取・解析による、氷床の高度と末
端部の変動史及び縁辺海域の海洋
変動の時系列記録の解析、（３）
電波反射によるリモートセンシン
グと氷床流動モデルを用いた内陸
部の氷床高度変化史の解析、
（４）白瀬氷河の不安定性や後氷
期の急激な氷厚変動の原因を解明
するための電波反射によるリモー
トセンシングを用いた氷床内部や
底面環境の観測及びそれらの解
析、を実施する。また、これらの
解析の基礎データとなる過去の氷
床の堆積・流動過程の復元のため
に、（５）内陸の輸送・観測ルー
ト沿いの雪氷や気象の総合的観測
を実施する。

≪平成23年度（53次隊）≫
　セールロンダーネ山地の氷河地
形地質とリュツォ・ホルム湾の海
底地形地質音響探査を実施した。
セール・ロンダーネ山地の氷河地
形地質調査では、様々な高度の２
５９地点から表面照射年代岩石試
料の採取し、約１９００ｋｇの岩
石試料を持ち帰ることができた。
リュツォ・ホルム湾の海底地形地
質音響調査は、海氷状況により多
くの観測は実施できなかったが、
状況の良い地点ではわずかに測線
を増やすことができた。
≪平成24年度（54次隊）≫
　氷床内陸広域観測とリュツォ・
ホルム湾の海底地形地質音響探査
を実施している。氷床内陸の観測
は、ドームふじトラバースルート
に加えて、ドームふじからさらに
内陸へ調査域を広げ、雪尺観測、
浅層掘削、ＧＰＳ観測、各種レー
ダー観測、積雪ピット観測、雪サ
ンプリング、無人気象観測装置の
メンテナンスを行った。またドー
ムふじにて深層掘削孔検層観測を
行い、新ドームふじ候補地の調査
をした。リュツォ・ホルム湾の海
底地形地質音響調査は、現時点
（２０１３年２月１８日）で観測
中である。

※研究成果の一部を別紙にまとめ
た。

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ｂ
（ＳＡＢＣ評価）

　内陸のセール・ロンダーネ山地
の氷河地形調査および海底の大陸
棚における氷河地形調査は第四紀
における南極氷床の体積の変化と
それが地球規模の海水準変動に与
える影響を定量的に把握し、将来
の南極氷床変動が地球環境に与え
る影響を予測する上で重要であ
り、各国の観測隊が同様の観測を
実施している。このような第四紀
の南極氷床変動像の全体像を明ら
かにする上で日本の氷河地形の観
測は貢献している。

③他の研究にどの程度影響を与え
ているか
　氷床コアから得られる第四紀の
高時間分解能の環境変動記録、氷
河地形地質研究から得られる第四
紀の氷床体積変化を知り、それら
の関係を同じ時間軸で議論するこ
とは、地球システムにおける「南
極冷却圏」の役割を解明すること
に大きく貢献し、地球温暖化に対
する将来の「南極冷却圏」の応答
や役割を予測するための数値モデ
ル研究にとっても重要な役割を果
たしている。

●他方、複数の
サブテーマ間の
関連が分かりに
くく、焦点が広
すぎる印象を与
えることもあ
る。また「観測
目的にふさわし
い計画になって
いるか？」、
「『地球規模の
環境変動に果た
す東南極氷床の
役割』がどうし
て明らかになる
のか？」、「代
表者は十分に内
容を把握してい
るのか？」、
「１００年ス
ケールの温暖化
の影響評価の手
法や成果は１０
万年スケールの
変動に対しては
不明確ではない
か？」といった
疑問も出され
た。

●ただし、「し
らせ」輸送に係
る制約がある
中、国際共同に
よる氷床コア掘
削や地形地質調
査などが着実に
推進できてもい
る。

●今後は以下の
ことに留意しつ
つ、計画を推進
することが求め
られる。

＞本研究観測が
テーマとして掲
げるところまで
の筋道を明確に
すること。この
際、６か年計画
における中期目
標と、６か年計
画をまたぐ長期
目標の峻別や、
国民理解の増進
にも留意するこ
と。

計　画 実績・成果 自己点検評価
南極観測審議
委員会中間評価

観測事業計画検討
委員会中間評価
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●今後、内陸へ
のアクセスが困
難になったこ
と、ドームコア
を持ち帰ること
ができないこと
等を考慮して、
研究計画および
期待される成果
について慎重に
変更することも
必要である。

＞中止になった
海底堆積物によ
る古環境変動解
析について、今
後、これをどの
ようにして補完
するのか検討
し、明確にする
こと。

＞国際的なリー
ダーシップを発
揮することも意
識しつつ、所外
はもとより国内
外の研究者によ
る共同利用・共
同研究を推進す
ること。

＞内陸ドームふ
じ基地に残存す
る氷床コアを、
可能な限り早く
持ち帰ること。

計　画 実績・成果 自己点検評価
南極観測審議
委員会中間評価

観測事業計画検討
委員会中間評価

これらの観測により、過去１００
万年間の東南極氷床の拡大・縮小
の歴史、過去７２万年間の東南極
における気温・大気組成の高精
度・高時間分解能復元が可能にな
るとともに、これらを地球各地か
ら報告されている環境変動の記録
と比較・検討することで、地球規
模の環境変動に果たす東南極氷床
及び南極海の役割を明らかにし、
地球システムの詳細な理解と温暖
化に対する地球環境の将来予測の
精緻化に貢献することが期待でき
る。

＜Ⅷ期前半＞
夏期に内陸ドーム旅行隊を派遣し
て、広域に氷床研究観測を実施す
るとともに、セール・ロンダーネ
山地の氷河地形地質調査を行う。
また、海底堆積物掘削装置の開発
に着手する。

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ｂ
（ＳＡＢＣ評価）
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＜Ⅷ期後半＞
海底地形地質音響探査装置による
南極大陸沿岸部の観測を実施し、
内陸では、白瀬氷河の不安定性に
関する研究観測や沿岸多雪域での
氷床コア掘削を実施する。
≫Ⅷ期後半に関しては、昭和基地
への輸送問題で大幅な計画見直し
が必要となり、現在は以下に変更
している。
海底地形地質音響探査装置による
南極大陸沿岸部の観測を実施し、
やまと山地あるいはセルロンダー
ネ山地とベルジカ山地の氷河地形
地質調査を行う。また、白瀬氷河
下流域の氷床内部～底面状態の観
測や沿岸多雪域での氷床コア掘削
を実施する。

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ｂ
（ＳＡＢＣ評価）

　

計　画 実績・成果 自己点検評価
南極観測審議
委員会中間評価

観測事業計画検討
委員会中間評価
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第Ⅷ期計画
２．一般研究観測

自己点検評価・中間評価　共通様式

南極観測審議
委員会中間評価

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

●計画選定の過
程で正当性・透
明性を保つ方策
が取られてい
る。ただし、課
題選定の評価が
甘すぎるかもし
れないという指
摘もあった。
●また、各研究
間で進行具合
（達成度）、計
画内容の重要度
／魅力度にかな
り差があるよう
で、広く採用す
るスタンスは良
いが、カット・
オフ・ポイント
は下げるべきで
はないとの指摘
もあった。

Ｓ：特に優れた実績を上げている。
Ａ：計画通り、または計画を上回った実績を上げている。（達成度100%）
Ｂ：計画を若干下回っているが、一定の実績を上げている。（達成度70～100%未満）
Ｃ：計画を大幅に下回っており、改善が必要である。（達成度70%未満）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

計　画 実　績 自己点検評価
観測事業計画検討
委員会中間評価

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

　一般研究観測の課題は、南極の
特色を生かした、比較的短期間に
集中して実施する研究観測とし
て、国立極地研究所が、重点研究
観測課題の設定後、研究者や研究
者コミュニティから公募した提案
について有識者からなる委員会で
科学的有効性を検討して抽出し
た。一般研究観測の実行に当たっ
ては、重点研究観測で展開される
プラットフォームなどを有効活用
し、実行可能性を勘案しつつ、年
次計画の中に組み込んでいく。
　一般研究観測では、従来の分野
への取り組みに加えて、先進的な
研究として天文分野や、極限環境
下における南極観測隊員の医学研
究を宇宙医学との共同調査として
も取り組むなどの新たな分野の発
展を図る。また、基地内外におけ
る観測の無人化、省力化の推進に
取り組む。

■応募／選定件数
　Ⅷ期前半（２１年度募集）
　　応募３０件　選定２５件
　Ⅷ期後半（２３年度募集）
　　応募２２件　科学的有効２２
件
　第Ⅷ期計画では、研究者の自由
な発想をベースとした公募制を実
施し、科学的有効性が評価された
もののうち、Ⅷ期前半で１７件が
実行されている。

■採択した研究観測に関わる学問
分野１０６分野、研究者コミュニ
ティの数５２件

■学際的・学融合的分野の開拓を
図る意欲的な研究観測
　「極限環境下における南極観測
隊員の医学研究」では、宇宙との
共通点に着目しJAXAと共同研究契
約を締結、１時間生理学の解明、
２皮膚洗浄技術の向上、３ハイブ
リッドトレーニング、４毛髪分析
についてデータ解析を行い、南極
医学医療ワークショップにJAXAと
共同で発表する等、新たな融合分
野である宇宙医学分野を開拓し
た。

●課題公募については、ホーム
ページにより広く一般に周知し、
その際に審査の仕組みと流れも公
開し透明性を確保している。

●課題選定については、外部有識
者を中心とした委員会で科学的有
効性を評価する体制が構築されて
いる。実施した課題については、
毎年自己点検評価を行い、問題点
は速やかに改善し次隊へ反映させ
る仕組み（ＰＤＣＡサイクル）が
確立している。

●研究者からの自由な発想をベー
スとした公募の実施により、第Ⅶ
期の６件から大幅に実施件数を増
やすことにより、新たな研究分野
を開拓することができた。

●無補給の自然エネルギー電源と
衛星データ通信を利用した小型無
人磁力計網による観測を積極的に
利用するとともに、萌芽研究で新
しい観測手法の開発を行い、観測
の無人化・省力化の推進に取り組
んだ。

●研究者の自由
な発想に基づく
観測計画を、輸
送／設営面も考
慮しつつ公募／
選定するシステ
ムを構築し、南
極医学や南極天
文学など、従来
にない南極研究
の裾野を広げる
ことができてい
る。
●実施後直ちに
観測実績／成果
を明示すること
は難しいと思わ
れるが、ＰＤＣ
Ａサイクルを適
切に回すために
は、事後的にも
それらの先進性
や科学的有効性
を評価すること
が必要である。
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計　画 実　績 自己点検評価
南極観測審議
委員会中間評価

観測事業計画検討
委員会中間評価

　「南極からの赤外線・テラヘル
ツ天文学の開拓」では、地上で最
も優れた天文観測環境にあるドー
ムふじ基地をプラットホームとし
て利用し、新たなサイエンスの創
成に着手している。

■研究資源の有効活用について
　研究計画の作成にあたっては、
重点研究観測計画が各年次で展開
する以下のプラットフォームを利
用することを前提で募集し、有効
活用を考慮した年次計画を策定し
実施している。１昭和基地、２し
らせ、３沿岸、４海鷹丸連携活
用、５内陸

■有識者委員会の構成
　分野別予備審査WG　Ⅷ期前半
（外部有識者１３名、所内４名）
　各分野別専門部会　Ⅷ期後半
（外部有識者３８名、所内６名）
　南極観測審議委員会（外部有識
者１３名）
　課題選定については、各分野別
専門部会でピアレヴューを実施
し、内容の独創性・先駆性、科学
的意義・有効性等を確認し、その
後南極観測審議委員会において総
合的に判断し、観測計画案を南極
観測統合推進本部に諮り正式決定
している。なお、審査の仕組みと
流れについてはホームページ上で
公開している。

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

●極地研研究者
主導の課題が多
いことが目立つ
が、極地研内部
からの課題を採
択する際には、
新分野開拓とコ
ミュニティ拡大
を評価ポイント
にすると良い。
●また、萌芽・
学際⇒一般⇒重
点と研究課題の
選択と集中を進
めるシステムを
構築することが
できるかも重要
である。

●「開かれた南
極観測」を推進
する上で、予算
上の制約にも留
意しつつ、所外
からの応募／採
択件数を増やす
ための方策の検
討が必要であ
る。
　この際、以下
の委員コメント
に留意するこ
と。
＞所外からの応
募件数が必ずし
も多くない印象
を受ける。
＞応募件数に対
する採択件数が
多く、予算が分
散され過ぎてい
ないか懸念を抱
く。
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第Ⅷ期計画
３．萌芽研究観測

●予察的なテー
マや要素技術開
発的なテーマ、
または挑戦的な
テーマなどを、
その科学的有効
性を勘案しつ
つ、公募／選定
するシステムが
構築されてお
り、従来にない
分野研究者の参
加を容易にして
いる。
●萌芽研究観測
から次のステッ
プに上がるため
の方策やサポー
ト体制が明確で
はないため、こ
れらの構築につ
いて検討が必要
である。

自己点検評価・中間評価　共通様式

Ｓ：特に優れた実績を上げている。
Ａ：計画通り、または計画を上回った実績を上げている。（達成度100%）
Ｂ：計画を若干下回っているが、一定の実績を上げている。（達成度70～100%未満）
Ｃ：計画を大幅に下回っており、改善が必要である。（達成度70%未満）

計　画 実　績 自己点検評価
南極観測審議
委員会中間評価

観測事業計画検討
委員会中間評価

　将来の研究観測に向けての予備
的な観測・技術開発などを目的と
する萌芽研究観測を公募提案に基
づいて実施する。一般研究観測と
同様に、国立極地研究所が、重点
研究観測課題の設定後、研究者や
研究者コミュニティから公募した
提案について有識者からなる委員
会で科学的有効性を検討して抽出
した。その後、さらに、実行可能
性を勘案して実施計画を決定す
る。

■応募／採択件数
　Ⅷ期前半計画
　　応募１０件　選定５件
　第Ⅷ期計画では、将来の重点・
一般研究観測に向けての予備的な
観測や技術開発を目的に公募制を
実施し、Ⅷ期前半計画までで５件
の萌芽研究を選定し４件を実施し
た。

■採択した研究観測に関わる学問
分野３１分野、研究者コミュニ
ティの数３０件

■学際的・学融合的分野の開拓を
図る意欲的な研究観測
「成層圏・対流圏観測のための気
球分離型無人航空機システムの開
発」
　気球の観測高度の広さと無人航
空機技術の進歩に着目し、それを
融合した成層圏高度の新しい観測
プラットフォームを開発。

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

●課題公募については、ホーム
ページにより広く一般に周知し、
その際に審査の仕組みと流れも公
開し透明性を確保している。

●課題選定については、外部有識
者を中心とした委員会で科学的有
効性を評価する体制が構築されて
いる。実施した課題については、
毎年自己点検評価を行い、問題点
は速やかに改善し次隊へ反映させ
る仕組み（ＰＤＣＡサイクル）が
確立している。

●観測の無人化・省力化におい
て、新しい技術開発による成果も
上がっており、計画を達成してい
る。

●計画選定の過
程で正当性・透
明性を保つ方策
が取られてい
る。さらに広く
周知を図ってほ
しい。
●先進性を持っ
た計画が選定さ
れ、ほぼ順調に
実行されてお
り、今後に期待
できる。
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評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

評価結果：Ａ
（ＳＡＢＣ評価）

●ただし、課題
選定の評価が甘
すぎるかもしれ
ないという指摘
もあった。
●また、より弾
力的な理解と運
用を期待する声
もある。極地研
内部からの課題
を採択する際に
は、新分野開拓
とコミュニティ
拡大を評価ポイ
ントとすると良
いのではない
か。
●また、萌芽・
学際⇒一般⇒重
点と研究課題の
選択と集中を進
めるシステムを
構築することが
できるかも重要
である。

　

計　画 実　績 自己点検評価
南極観測審議
委員会中間評価

観測事業計画検討
委員会中間評価

「野外ＧＰＳ２０１３２１８デー
タ無線通信遠隔回収実験」
　設置はできても回収は困難な遠
隔地からのデータ回収方法の確立
を目指した研究。海氷上に設置し
た距離の異なる３箇所からのデー
タ回収に成功。野外観測の無人
化・省力化への貢献が期待され
る。

■研究資源の有効活用について
　研究計画の作成にあたっては、
重点研究観測計画が各年次で展開
する以下のプラットフォームを利
用することを前提で募集し、有効
活用を考慮した年次計画を策定し
実施している。１昭和基地、２し
らせ、３沿岸、４海鷹丸連携活
用、５内陸

■有識者委員会の構成
　分野別予備審査WG　Ⅷ期前半ピ
アレビュー（外部有識者１３名、
所内４名）
　南極観測審議委員会（外部有識
者１３名）
　課題選定については、各分野別
予備審査WGでピアレヴューを実施
し、内容の独創性・先駆性、科学
的意義・有効性等を確認し、その
後南極観測審議委員会において総
合的に判断し、観測計画案を南極
観測統合推進本部に諮り正式決定
している。なお、審査の仕組みと
流れについてはホームページ上で
公開している。
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第Ⅷ期計画
４．モニタリング観測
４－１．宙空圏変動のモニタリング

　観測計画の策定に当たっては、研究者コミュニティ
及び関係機関からの意見の聴取や、定期的に開催する
基本観測連絡連絡会で意見交換を行い、隊員・実施ス
ケジュールなどを検討している。
　実施したモニタリング観測は、毎年自己点検評価を
行い、観測隊員・国内対応者から報告された問題点は
速やかに改善し次隊へ反映させる仕組み（PDCAサイク
ル）が確立している。
　観測機器の整備は、夏期間に集中的に実施し、越冬
隊員の負担を軽減する計画が策定、実施されている。
　越冬中のモニタリング観測を担当する隊員は、出発
前における対象領域を横断した観測機器の操作訓練の
実施や、越冬中の運用においても相互に協力すること
で、データの継続取得に努めている。

＜オーロラ光学観測＞
　当初計画に従い、22年度と23年度に電子オーロライ
メージャ（EIA）それぞれ１式づつ（波長427.8nm、
557.7nm）、24年度にプロトンオーロライメージャ
（PAI）１式（481.0nm）を昭和基地に導入・設置し、
既設のPAI（486.0nm）、カラーデジタルカメラ（ＣＤ
Ｃ）と合わせた全天オーロラのモニタリング観測を継
続して行った（図１）。観測データについては、速報
画像を準リアルタイムでホームページに表示・公開す
ると共に、持帰った生画像データについては極地研の
極域科学総合データライブラリシステムを通してオン
ラインでアクセス出来るようにした。

　モニタリング観測は国立極地研究所が定常的に担当
する基本観測であり、中長期的な継続観測を前提と
し、確立された観測手法により、自然現象を明らかに
しようとする観測をいう。観測計画の策定に当たって
は、国立極地研究所がヒヤリング、他機関との意見交
換などを行い、隊員・実施スケジュールなどを検討す
る。
　実施に当たっては、年度毎に自己点検を実施し、基
本観測の理念の実現を確認するとともに、担当隊員・
国内対応者の意見を聴取し、観測体制の維持・管理を
進めていく。
　観測機器の整備は、夏期間に集中的に行い、越冬隊
員の負担を軽減する。越冬中のモニタリング観測を担
当する隊員は、対象領域を横断して観測機器の運用、
データ取得などを行う。

【宙空圏変動のモニタリング】
　昭和基地は、南半球のオーロラ帯に位置する代表的
な有人観測基地であり、オーロラ現象を全地球的規模
で観測する上での重要な地点となっている。極域宙空
圏で発生するオーロラや、電離層電流、降下粒子、電
磁放射などの現象を昭和基地に設置したオーロラ全天
カメラ、磁力計、リオメータ、自然電波観測機等を用
い、長期にわたり一定の方法で観測することにより、
現象の長期的な変動傾向を知ることができる。この長
期変動からは、太陽活動の影響（11年周期）や、より
長期にわたる気候変動の影響を抽出することが期待さ
れる。なお、昭和基地の地磁気観測結果は、地球磁場
モデル（IGRF）の作成にも貢献している。

●オーロラ光学
観測、リオメー
タ観測、自然電
波観測、地磁気
観測はいずれも
観測データの学
術的な貢献度、
観測の自動化・
省力化、データ
や成果の公開の
状況のいずれの
点でも順調であ
る。
●特にオーロラ
光学観測はデー
タの実時間公開
を行っているこ
とは高く評価さ
れる。

〔宙空圏個別〕
●極めて順調に
推移している。
特にオーロラ光
学観測データを
実時間公開して
いることは、モ
ニタリング観測
に対する一般社
会の理解促進
（研究に対する
夢や希望を与え
ること）にも貢
献している。

計　画 実　績
観測事業計画検討
委員会意見

自己点検評価・中間評価　共通様式

南極観測審議
委員会意見
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＜リオメータ観測＞
　イメージングリオメータ観測では、近接して設置さ
れる昭和基地大型大気レーダーの影響を受けないエリ
アを、現地で試験データを取得しつつ、探ってきた。
その結果、東オングル島内では貝の浜にアンテナ移設
の適地が見つかったが、設営的な困難が大きい場所で
ある。並行して、現在の場所で、レーダーのパルス性
雑音を、ソフトウエア処理で除去する方法を検討し
た。受信器の時定数を短くし、データロガーにリアル
タイムで閾値判断する機能を加えることにより対処可
能なことを実験で確認した。レーダーの送受切替信号
でリオメータにブランキングをかけることで、更に確
実に雑音除去できることも確認した。55次隊により現
地実証を行う。

＜自然電波観測＞
　22次隊で設置以来、30余年使われてきたＶＬＦ観測
システムを更新するため、Ⅷ期前半で新たな観測シス
テム（アンテナ、受信器、データ処理・伝送系；図
２）を製作し、国内試験を行い、55次隊で現地設置す
る準備が整った。データ処理・伝送系については、西
オングル島の旧来のＶＬＦ受信器に接続し、自然電波
のダイナミックスペクトルが準リアルタイムで国内へ
伝送され、ホームページ上に表示されることを実証し
た（図３）。西オングル観測設備の電源として、21年
度に設置された新電源システム（風力発電）はⅧ期前
半を通じ、安定に動作することが国内からの監視シス
テムにより確認された。これにより、極夜期に毎月行
う西オングル島での電池充電が、今後不要になる見込
み。55次隊より、段階的に新電源システムに移行す
る。

　 〔モニタリング
共通〕
●観測データが
国内外の共同利
用・共同研究に
どのようにどの
程度供されてい
るのか、追跡調
査することが望
ましい。
　特に、国際的
リーダシップの
発揮状況を確認
することは、観
測の進展を図る
上でも、一つの
指標として重要
である。
●データの欠測
や質低下を防ぐ
ため、観測の無
人化／省力化を
更に推進すると
ともに、こうし
た多岐にわたる
観測の実績／成
果／経験を、南
極以外のモニタ
リングにも、一
つのモデルとし
て広く活用され
るような方策を
講じることが望
ましい。

計　画 実　績
南極観測審議
委員会意見

観測事業計画検討
委員会意見
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南極観測審議
委員会意見

観測事業計画検討
委員会意見

＜地磁気観測＞
　フラックスゲート磁力計による地磁気変化連続観測
とFT型磁気儀による地磁気絶対観測（毎月１回）によ
り、オーロラ活動に伴う磁場変動や地球内部磁場の長
期変動のモニタリング観測を継続して行った（図
４）。23年度から24年度にかけては、新たな磁場デー
タ収録装置を開発し国内試験を行った。

　 　

計　画 実　績
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第Ⅷ期計画
４．モニタリング観測
４－２．気水圏変動のモニタリング

自己点検評価・中間評価　共通様式

南極観測審議
委員会意見

　観測計画の策定に当たっては、研究者コミュニティ
及び関係機関からの意見の聴取や、定期的に開催する
基本観測連絡連絡会で意見交換を行い、隊員・実施ス
ケジュールなどを検討している。
　実施したモニタリング観測は、毎年自己点検評価を
行い、観測隊員・国内対応者から報告された問題点は
速やかに改善し次隊へ反映させる仕組み（PDCAサイク
ル）が確立している。
　観測機器の整備は、夏期間に集中的に実施し、越冬
隊員の負担を軽減する計画が策定、実施されている。
　越冬中のモニタリング観測を担当する隊員は、出発
前における対象領域を横断した観測機器の操作訓練の
実施や、越冬中の運用においても相互に協力すること
で、データの継続取得に努めている。

　モニタリング観測は国立極地研究所が定常的に担当
する基本観測であり、中長期的な継続観測を前提と
し、確立された観測手法により、自然現象を明らかに
しようとする観測をいう。観測計画の策定に当たって
は、国立極地研究所がヒヤリング、他機関との意見交
換などを行い、隊員・実施スケジュールなどを検討す
る。
　実施に当たっては、年度毎に自己点検を実施し、基
本観測の理念の実現を確認するとともに、担当隊員・
国内対応者の意見を聴取し、観測体制の維持・管理を
進めていく。
　観測機器の整備は、夏期間に集中的に行い、越冬隊
員の負担を軽減する。越冬中のモニタリング観測を担
当する隊員は、対象領域を横断して観測機器の運用、
データ取得などを行う。

●温室効果気体
や関連気体のモ
ニタリング観測
は観測データの
学術的な貢献
度、観測の自動
化・省力化、
データや成果の
公開の状況のい
ずれの点でも順
調である。
●特にCO2データ
は国内外のWEBサ
イトでの公開も
進んでいる。雪
尺観測や積雪サ
ンプリング等の
自動化が難しい
項目があるが、
その他は逐次計
測の自動化と省
力化が進められ
ている。

〔気水圏個別〕
●大気微量成分
やエアロゾルな
どの観測は、全
球的な地球環境
変動観測の一端
を担っており、
南極におけるこ
れらの長期モニ
タリング観測は
重要である。
●今後、このよ
うな大気関係パ
ラメータの自動
観測をどの程度
長期的に行うの
か、また、関係
パラメータをど
の程度増やせる
のか検討が必要
である。

計　画 実　績
観測事業計画検討
委員会意見
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【気水圏変動のモニタリング】
　南極地域の大気現象は全球規模の気候システムと深
く関わっており、同時に、南極大気中の諸現象が、気
候システムとその変動において主たる要因となるプロ
セスを多く含む。従って、南極地域の大気現象を監視
することは、地球温暖化等の地球規模環境変化の診断
にとって極めて重要である。南極地域は、人間活動の
活発な北半球中・高緯度地域から最も遠く離れてお
り、地球規模大気環境のバックグラウンドの変化を監
視する上で最適な場所である。温室効果気体、エアロ
ゾル、雲等の大気成分の動態を長期的に昭和基地及び
海洋上でモニタリングするとともに、人工衛星や地上
リモートセンシング等により、放射収支に関わる雲や
エアロゾル等の動態を把握し、地球規模の気候・環境
変動の現況評価と今後の変化予測に資する観測を実施
する。また、南極大陸氷床は、気候システムにおいて
は地球の冷源として作用する一方、大陸氷床には気候
変動に応答した変化が現れる。氷床氷縁や氷床表面質
量収支の変動を系統的に観測することは、地球温暖化
現象など気候変動の理解と評価の上で必須である。

＜大気微量成分観測（温室効果気体）＞
　昭和基地において大気中の温室効果気体及び関連気
体（二酸化炭素：CO2、メタン：CH4、一酸化炭素：
CO、酸素：O2）の連続観測と大気採取による温室効果
気体同位体比の観測を継続している。全ての観測項目
について、長期にわたる欠測もなく、計画通り高精度
時系列観測データを蓄積した。昭和基地におけるCO2
濃度は2012年8月には391ppmvに達し、1984年の観測開
始時と比較して14％の増加となっている。また、近年
夏期にCO2濃度の2-3日周期の大きな変動が観測されて
おり、南極域への物質輸送の変化を捉えている可能性
がある。2008年に新しく観測を開始したO2濃度
（O2/N2比）は、振幅が約17ppmvの顕著な季節変動を
示しながら経年的に減少している。CO2濃度とO2濃度
の高精度連続観測を継続することにより、全球のCO2
収支に関する研究への貢献が期待される。CO2濃度
データについて、極地研webページの他、米国大気海
洋庁（NOAA）webページで公開されている。他の観測
データについても公開準備中。（図1、図2）

＜雲エアロゾル地上リモートセンシング観測＞
　雲・エアロゾルの光学的性質や鉛直構造の変化を長
期的にモニタリングするために、スカイラジオメー
タ、マイクロパルスライダー、全天カメラを昭和基地
観測棟に設置し、地上からリモートセンシングによる
連続観測を行っている。
　スカイラジオメータ観測で得られた太陽直達光強度
および天空光強度分布データからエアロゾル光学的厚
さ、単散乱アルベド、屈折率、粒径分布等の諸特性の
解析を進めている。マイクロパルスライダーと全天カ
メラ観測データによる雲量および雲出現高度について
統計的解析を進めている。

　 〔モニタリング
共通〕
●観測データが
国内外の共同利
用・共同研究に
どのようにどの
程度供されてい
るのか、追跡調
査することが望
ましい。
　特に、国際的
リーダシップの
発揮状況を確認
することは、観
測の進展を図る
上でも、一つの
指標として重要
である。
●データの欠測
や質低下を防ぐ
ため、観測の無
人化／省力化を
更に推進すると
ともに、こうし
た多岐にわたる
観測の実績／成
果／経験を、南
極以外のモニタ
リングにも、一
つのモデルとし
て広く活用され
るような方策を
講じることが望
ましい。

計　画 実　績
南極観測審議
委員会意見

観測事業計画検討
委員会意見
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　 ＜エアロゾルの粒径分布の観測＞
　昭和基地清浄大気観測室に光散乱式粒子計数装置と
凝結核計数装置を設置し、0.01～5μmの粒径領域のエ
アロゾル粒径分布の連続観測を実施している。光散乱
式粒子計数装置は装置老朽化のため新しいモデルへの
更新を53次から55次で実施中である。53,54次は従来
の測定装置と新規測定装置の並行ランを実施し、デー
タの連続性についての検討を行っている。53次より開
始した標準粒子による光散乱粒子計数装置の現地校正
も順調に実施され、53次と54次の運用機相互の機差も
小さい状態で引き継ぎができた。光散乱粒子計数装
置、凝結核計数装置ともに安定的に観測を継続してい
る。（図3、図4）

＜南極氷床の質量収支モニタリング＞
　昭和基地から南極大陸上陸地点であるとっつき岬ま
での海氷厚と積雪深、とっつき岬から内陸旅行出発地
点であるS16までの雪尺観測と表面積雪サンプリング
を越冬中に複数回実施した。またS16からみずほ基地
までの内陸旅行が越冬中に実施され、そのときに雪尺
観測と表面積雪サンプリング、無人気象観測装置の点
検を実施した。52次夏隊と54次夏隊では、ドームふじ
内陸旅行が実施され、そのときに広域な雪尺観測と表
面積雪サンプリング、無人気象観測装置の点検を実施
した。雪尺観測を行うときにハンディーGPS受信機で
雪尺位置を測定し、雪尺の移動量すなわち氷床の流動
速度を観測している。（図5、図6）

　 　

計　画 実　績
南極観測審議
委員会意見

観測事業計画検討
委員会意見
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第Ⅷ期計画
４．モニタリング観測
４－３．地殻圏変動のモニタリング

自己点検評価・中間評価　共通様式

南極観測審議
委員会意見

　観測計画の策定に当たっては、研究者コミュニティ
及び関係機関からの意見の聴取や、定期的に開催する
基本観測連絡連絡会で意見交換を行い、隊員・実施ス
ケジュールなどを検討している。
　実施したモニタリング観測は、毎年自己点検評価を
行い、観測隊員・国内対応者から報告された問題点は
速やかに改善し次隊へ反映させる仕組み（PDCAサイク
ル）が確立している。
　観測機器の整備は、夏期間に集中的に実施し、越冬
隊員の負担を軽減する計画が策定、実施されている。
　越冬中のモニタリング観測を担当する隊員は、出発
前における対象領域を横断した観測機器の操作訓練の
実施や、越冬中の運用においても相互に協力すること
で、データの継続取得に努めている。

＜DORIS観測＞
　DORIS観測では、地学棟傍に設置されているDORISア
ンテナから400MHz、2GHz帯２周波の電波を発信し、そ
れを人工衛星が受信することで、軌道を精密に決定す
る。また、発信点の位置も正確に決まる事から昭和基
地の地殻変動モニタリングも行うことができる。第Ⅷ
期前半においては、とくに大きな問題もなく連続観測
が続けられている。観測から得られるDORIS局の位置
変化はIDSのサイト（http://ids-
doris.org/network/ids-station-series.html）で公
開されている。参考資料にその一例を示す。（図１）

　モニタリング観測は国立極地研究所が定常的に担当
する基本観測であり、中長期的な継続観測を前提と
し、確立された観測手法により、自然現象を明らかに
しようとする観測をいう。観測計画の策定に当たって
は、国立極地研究所がヒヤリング、他機関との意見交
換などを行い、隊員・実施スケジュールなどを検討す
る。
　実施に当たっては、年度毎に自己点検を実施し、基
本観測の理念の実現を確認するとともに、担当隊員・
国内対応者の意見を聴取し、観測体制の維持・管理を
進めていく。
　観測機器の整備は、夏期間に集中的に行い、越冬隊
員の負担を軽減する。越冬中のモニタリング観測を担
当する隊員は、対象領域を横断して観測機器の運用、
データ取得などを行う。

【地殻圏変動のモニタリング】
　地球を舞台に起こる変動現象は地球観測網を用いて
包括的に観測する必要があるが、現状では南半球にお
ける観測点の数は不十分である。その中にあって、昭
和基地や「しらせ」の往復の航路上は貴重な観測点で
あり、国際的に標準化された機器により取得された
データを国際的に流通するデジタルフォーマットによ
り提供し続ける。
　マントルダイナミクス及びプレート運動等により、
絶えずセンチメートル／年の速度で相対運動したり内
部変形したりしている固体地球において、地殻圏は特
に、大気、海洋、氷床変動の影響を受けて幅広い時間
スケールで変動している。地球温暖化の指標である海
水位の上昇は、地殻隆起量を精度良く分離・補正して
検知されなければならない。

●昭和基地にお
けるDORIS,　超
伝導重力計、海
洋潮汐、広帯
域・短周期地震
観測はいずれも
観測データの学
術的な貢献度、
観測の自動化・
省力化、データ
や成果の公開の
状況のいずれの
点でも順調であ
る。
●また、無人観
測システムによ
る露岩でのGPSや
広帯域地震計観
測、地温の通年
観測も順調に行
われている。

〔地殻圏個別〕
●地球内部で起
こる事象に係る
観測（地震、重
力等）の自動化
が進んでおり、
観測データの公
表も順調に行わ
れている。
●特に観測点の
少ない南半球に
おいて、国際標
準に合致した観
測データを継続
的に公表できて
いる。
●一方、このよ
うな国際的に見
ても意義深い観
測実績につい
て、社会の認知
を進めていく必
要がある。
●行政機関が実
施する定常観測
との連携や相互
乗り入れについ
ても検討が必要
である。

計　画 実　績
観測事業計画検討
委員会意見
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　 〔モニタリング
共通〕
●観測データが
国内外の共同利
用・共同研究に
どのようにどの
程度供されてい
るのか、追跡調
査することが望
ましい。
　特に、国際的
リーダシップの
発揮状況を確認
することは、観
測の進展を図る
上でも、一つの
指標として重要
である。
●データの欠測
や質低下を防ぐ
ため、観測の無
人化／省力化を
更に推進すると
ともに、こうし
た多岐にわたる
観測の実績／成
果／経験を、南
極以外のモニタ
リングにも、一
つのモデルとし
て広く活用され
るような方策を
講じることが望
ましい。

　＜超伝導重力計連続観測＞
　本観測は、重力計室に設置されている超伝導重力計を用いて、重力の時間変化の観測を行うものである。本観
測で用いている超伝導重力計は第Ⅶ期最終年の第51次隊において現在稼働中の重力計（OSG#058）に更新され、
以降欠測することなく良好に連続観測が続けられている。得られた観測データは国立極地研究所のWebサイト
（http://polaris.nipr.ac.jp/~open-sg/OSG058/SG_at_SYOWA.html）から公開されている。参考資料に最近の業
績と観測結果の一例を示す。（図２）

＜衛星データの地上検証観測＞
　衛星合成開口レーダーや衛星高度計などのデータ信頼性を検証するために、海氷上や氷床上にGPSを設置し、
その動きを測定する。第Ⅷ期前半においても、海氷上や氷河、氷床上にGPSをおいて観測を実施した。氷床上お
よび海氷上においてGPSを用いて観測された結果を参考資料に示す。（図３）

＜海洋潮汐観測＞
　昭和基地・西の浦に海上保安庁・海洋情報部によって設置されている水位計観測の保守とデータ収録を行って
いる。第Ⅷ期前半においては特に大きな問題もなく観測が継続されている。ただ、現在設置されている3基の水
位計のうちの１基のみの観測となっており、第Ⅷ期後半において、海洋情報部により新たに水位計が設置される
予定である。
　収録されたデータは海上保安庁へ自動転送され、海洋情報部（リアルタイムデータ）
（http://www1.kaiho.mlit.go.jp/KANKYO/KAIYO/jare/tide/tide_index.html）および日本海洋データセンター
（補正済みデータ）（http://www.jodc.go.jp/index_j.html）からそれぞれ公開されている。

＜VLBI観測＞
　昭和基地・多目的衛星受信アンテナを用いて24時間の国際VLBI実験を年6回程度実施している。第Ⅷ期前半に
おいても2月に3回、11月に3回の国際実験を実施しており、記録したデータは日本に持ち帰った後、情報通信研
究機構でフォーマット変換し、Bonn相関局へネットワークで送信されている。相関処理されたデータは
International　VLBI　Service　（IVS）において解析され、結果が公表されている。
（http://ivscc.gsfc.nasa.gov/analysis/index.html）。参考資料に観測結果の一例を示す。（図５）

＜露岩GPS観測＞
　リュツォ・ホルム湾沿岸露岩域、ならびにリーセルラルセン山地区において、雪氷・海洋圏変動に伴う地殻変
動を監視するため、定期的かつ繰り返しGPS観測を長期間に渡り実施する。第Ⅷ期前半においても、とっつき
岬、ラングホブデ、スカルブスネス、スカーレン、ルンドボーグスヘッタ、パッダ、リーセルラルセン山地区の
露岩に埋め込まれたボルトにGPSアンテナを設置して観測を実施した。また、無人で1ヶ月に1度程度の頻度で観
測できる無人観測システムの導入も並行して行っている。無人観測システムで得られたGPS測位結果の一例を参
考資料に示す。（図６）

南極観測審議
委員会意見

観測事業計画検討
委員会意見

実　績
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南極観測審議
委員会意見

観測事業計画検討
委員会意見

　 　＜沿岸露岸域における広帯域地震計によるモニタリング観測＞
　リュツォ・ホルム湾周辺の沿岸露岩や大陸氷床上に、広帯域地震計の無人観測点を設置し、遠地地震や局所地
震・氷震の走時・波形データを記録する。昭和基地データと合わせた震源決定や発震機構の推定、並びに南極プ
レート周辺の地殻～マントル構造や、グローバルな地球深部構造の研究に利用する。観測データは、グローバル
地域的群列計画（GARNET）、南極科学委員会（SCAR）の関連プログラム（CERCE）、IPYでの国際共同計画
（POLENET,　GAMSEIS）等へも提供される。
　毎年夏期間を中心に、宗谷海岸露岩域で連続観測している広帯域地震計の保守作業を、観測隊ヘリコプター等
により実施している。54次では一部の観測点（とっつき岬、スカルブスネスきさはし浜）を撤収し、S17に新規
設置してモニタリング観測点の配置替えを行った。なお、55次からはルンドボークスヘッダ（54次まではAP17）
をAMG10観測点として今後保守を行う予定である。また、53次で低消費電力ロガーを導入し、通年間欠測なく全
観測点でデータ収録を行っている。参考資料に結果の一部を示す。（図７）

＜船上地圏地球物理観測＞
　観測船しらせ航路上において、船上固体地球物理観測（海上重力・地磁気三成分測定）を実施している。ま
た、海上保安庁とともにマルチビーム音響測深器（地層探査装置を含む）による海底地形調査を実施している。
さらに、水晶振動式圧力計を深さ約4000mの海底に設置し､海底の圧力変化を連続測定することで海水位変動を観
測継続している。これまで概ね順調に、しらせ航路上での　海上重力、地磁気三成分、海底地形データが取得さ
れている。海底圧力計に関しても、機器の設置・回収は順調に行われており、連続した海底圧力変化データが得
られている。これらのすべてのデータセットは、概ねデータ取得2年後を目処に公開される。参考資料に結果の
一部を示す。（図８）

＜地温の通年観測＞
　平成22年度（52次）に、堆積物（ラングホブデ北部・ざくろ池東岸）と岩盤（西オングル島・大池北岸）にお
いて、新規のデータロガーを設置して地下2ｍまでの地温の通年観測を開始した。平成23年度（53次）、平成24
年度（54次）ともにデータの回収は成功し、観測は順調に進んでいることが確認できた。今後長期に観測を継続
することで、地温変化や活動層厚の経年変化の有無や変化の傾向がとらえられることが期待される。

実　績
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第Ⅷ期計画
４．モニタリング観測
４－４．生態系変動のモニタリング

自己点検評価・中間評価　共通様式

南極観測審議
委員会意見

　観測計画の策定に当たっては、研究者コミュニティ
及び関係機関からの意見の聴取や、定期的に開催する
基本観測連絡連絡会で意見交換を行い、隊員・実施ス
ケジュールなどを検討している。
　実施したモニタリング観測は、毎年自己点検評価を
行い、観測隊員・国内対応者から報告された問題点は
速やかに改善し次隊へ反映させる仕組み（PDCAサイク
ル）が確立している。
　観測機器の整備は、夏期間に集中的に実施し、越冬
隊員の負担を軽減する計画が策定、実施されている。
　越冬中のモニタリング観測を担当する隊員は、出発
前における対象領域を横断した観測機器の操作訓練の
実施や、越冬中の運用においても相互に協力すること
で、データの継続取得に努めている。

＜海洋生態系モニタリング＞
　従来より実施している、往復航路上の航走観測、連
続プランクトン採集器によるプランクトン標本の収
集、停船観測については、海況の理由で一部欠測と
なったが、ほぼ計画通り実施することが出来た。観測
データについては、JARE　DATA　REPORTSで公表して
いる。一方、第Ⅷ期より開始した、昭和基地沖の氷海
内観測については、低温による観測機器の動作不良が
見られたが、対応策を講じているところである。定着
氷域、浮氷域、解放水面域で得られたプランクトン試
料は、世界的に見てもまれで、得られた試料を基に国
際学術雑誌へ論文を投稿中である。

　モニタリング観測は国立極地研究所が定常的に担当
する基本観測であり、中長期的な継続観測を前提と
し、確立された観測手法により、自然現象を明らかに
しようとする観測をいう。観測計画の策定に当たって
は、国立極地研究所がヒヤリング、他機関との意見交
換などを行い、隊員・実施スケジュールなどを検討す
る。
　実施に当たっては、年度毎に自己点検を実施し、基
本観測の理念の実現を確認するとともに、担当隊員・
国内対応者の意見を聴取し、観測体制の維持・管理を
進めていく。
　観測機器の整備は、夏期間に集中的に行い、越冬隊
員の負担を軽減する。越冬中のモニタリング観測を担
当する隊員は、対象領域を横断して観測機器の運用、
データ取得などを行う。

【生態系変動のモニタリング】
　極域における生態系変動を把握するため、昭和基地
への往復航路上の航走観測によって、海洋表層の水
温、塩分、栄養塩、プランクトン群集に関するデータ
を連続的に取得する。また、連続プランクトン採集器
を曳航し、プランクトン群集の標本を連続的に収集す
る。さらに、生態系変動をもたらす海洋酸性化に関す
る基礎データの一環としての大気－海洋間の二酸化炭
素交換量を把握するために、表層海水中及び海洋上大
気中の二酸化炭素濃度の航走観測を行う。南極生態系
の高次に位置するアデリーペンギンの個体数変動は、
環境変動を捉えるシグナルと考えられることから、昭
和基地周辺の個体数等を監視する。一方、昭和基地周
辺の定点やラングホブデの雪鳥沢の南極特別保護地区
（ASPA）における植生や環境についても監視を行う。

●極域の生態系
変動の把握と特
別保護地区の環
境監視は観測
データの学術的
な貢献度、観測
の自動化・省力
化、データや成
果の公開の状況
のいずれの点で
も順調である。
●これらは自動
化が難しい事項
と考えられる
が、隊員への負
担の軽減という
観点で一層の検
討を期待する。

〔生態圏個別〕
●生態圏変動の
モニタリング
は、自動化が困
難であり、ま
た、対象によっ
てかける時間が
異なる。
　毎次、隊員を
適切に編成し、
着実に観測を実
施するために
は、長期的な計
画を策定する必
要がある。
●上述のとお
り、自動化の難
しい観測ながら
順調に進行して
いる。
　今後は自動化
に向けた検討も
必要である。

計　画 実　績
観測事業計画検討
委員会意見
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　 ＜アデリーペンギンの個体数調査＞
　第51-53次越冬隊によるセンサスを11月と12月に予
定通り実施できた。結果については南極海海洋生物資
源保存条約委員会（CCAMLR）へ報告し、東南極全域で
のペンギン個体数とりまとめに活用される予定であ
る。

＜陸上生態系モニタリング＞
　第52次、54次観測隊にモニタリング隊員を派遣し、
昭和基地周辺の定点における土壌細菌モニタリング、
雪鳥沢における植生モニタリングを実施し、計画通り
のデータ取得を完遂した。モニタリングデータは25年
度中の公開に向けて準備を進めている。

　 〔モニタリング
共通〕
●観測データが
国内外の共同利
用・共同研究に
どのようにどの
程度供されてい
るのか、追跡調
査することが望
ましい。
　特に、国際的
リーダシップの
発揮状況を確認
することは、観
測の進展を図る
上でも、一つの
指標として重要
である。
●データの欠測
や質低下を防ぐ
ため、観測の無
人化／省力化を
更に推進すると
ともに、こうし
た多岐にわたる
観測の実績／成
果／経験を、南
極以外のモニタ
リングにも、一
つのモデルとし
て広く活用され
るような方策を
講じることが望
ましい。

計　画 実　績
南極観測審議
委員会意見

観測事業計画検討
委員会意見
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第Ⅷ期計画
４．モニタリング観測
４－５．地球観測衛星データによる環境変動のモニタリング

自己点検評価・中間評価　共通様式

南極観測審議
委員会意見

　観測計画の策定に当たっては、研究者コミュニティ
及び関係機関からの意見の聴取や、定期的に開催する
基本観測連絡連絡会で意見交換を行い、隊員・実施ス
ケジュールなどを検討している。
　実施したモニタリング観測は、毎年自己点検評価を
行い、観測隊員・国内対応者から報告された問題点は
速やかに改善し次隊へ反映させる仕組み（PDCAサイク
ル）が確立している。
　観測機器の整備は、夏期間に集中的に実施し、越冬
隊員の負担を軽減する計画が策定、実施されている。
　越冬中のモニタリング観測を担当する隊員は、出発
前における対象領域を横断した観測機器の操作訓練の
実施や、越冬中の運用においても相互に協力すること
で、データの継続取得に努めている。

＜地球衛星データ受信＞
　経年劣化や低温障害に起因するシステムトラブルに
対しては、国内からの遠隔オンライン保守支援により
迅速に対応でき、受信欠損を最小限に止めた。NOAA衛
星AVHRR画像は国内サーバだけでなく、基地内情報共
有システム（昭和基地Wiki）にも即時配信され、越冬
隊やしらせの氷状偵察支援にも活用された。またTOVS
データについては、気象庁およびWMOを通して世界の
気象機関へ提供されている。
　受信パス数の増加に伴い、データを保存するRAID
ディスク装置の整備を52次より計画的に進め、大容量
化とディスク単体の輸送交換方式により、物資量の軽
減と保守の効率化、コスト削減等に成果を上げた。

　モニタリング観測は国立極地研究所が定常的に担当
する基本観測であり、中長期的な継続観測を前提と
し、確立された観測手法により、自然現象を明らかに
しようとする観測をいう。観測計画の策定に当たって
は、国立極地研究所がヒヤリング、他機関との意見交
換などを行い、隊員・実施スケジュールなどを検討す
る。
　実施に当たっては、年度毎に自己点検を実施し、基
本観測の理念の実現を確認するとともに、担当隊員・
国内対応者の意見を聴取し、観測体制の維持・管理を
進めていく。
　観測機器の整備は、夏期間に集中的に行い、越冬隊
員の負担を軽減する。越冬中のモニタリング観測を担
当する隊員は、対象領域を横断して観測機器の運用、
データ取得などを行う。

【地球観測衛星データによる環境変動のモニタリン
グ】
　南極域における広域の地表面状態、雲及び対流圏・
成層圏大気、及び超高層大気の状態をモニタリングす
るために、昭和基地に設置された衛星受信システムを
用いてデータ取得を継続する。従来、受信してきた
NOAA、DMSPの他、MetOp、Terra、Aqua等を対象とした
衛星データを受信するもので、安定した観測作業を継
続するために、国内からも定期的にシステムの状況を
調査する。
　観測データは処理後、気象予報初期値データとして
インテルサット回線を通じて、世界気象機関（WMO）へ
データを即時提供する他、観測隊の現地活動にも利用
する。また、国内外の研究者が活用できるよう、極域
データベースによる即時公開も行う。

●人工衛星によ
るモニタリング
観測は学術的お
よび社会的な貢
献度、観測の自
動化・省力化、
データや成果の
公開の状況のい
ずれの点でも順
調である。
●特に衛星受信
等システム維持
が容易でない環
境でのデータ継
続は高く評価さ
れる。

〔衛星個別〕
●衛星による観
測データは、国
際機関に提供さ
れて役立ってい
るのみならず、
越冬隊や「しら
せ」の行動にも
役立つなど、極
めて重要な情報
である。

計　画 実　績
観測事業計画検討
委員会意見
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　 　経年劣化や低温障害に起因するシステムトラブルに
対しては、国内からの遠隔オンライン保守支援により
迅速に対応でき、受信欠損を最小限に止めた。NOAA衛
星AVHRR画像は国内サーバだけでなく、基地内情報共
有システム（昭和基地Wiki）にも即時配信され、越冬
隊やしらせの氷状偵察支援にも活用された。またTOVS
データについては、気象庁およびWMOを通して世界の
気象機関へ提供されている。
　受信パス数の増加に伴い、データを保存するRAID
ディスク装置の整備を52次より計画的に進め、大容量
化とディスク単体の輸送交換方式により、物資量の軽
減と保守の効率化、コスト削減等に成果を上げた。

　 〔モニタリング
共通〕
●観測データが
国内外の共同利
用・共同研究に
どのようにどの
程度供されてい
るのか、追跡調
査することが望
ましい。
　特に、国際的
リーダシップの
発揮状況を確認
することは、観
測の進展を図る
上でも、一つの
指標として重要
である。
●データの欠測
や質低下を防ぐ
ため、観測の無
人化／省力化を
更に推進すると
ともに、こうし
た多岐にわたる
観測の実績／成
果／経験を、南
極以外のモニタ
リングにも、一
つのモデルとし
て広く活用され
るような方策を
講じることが望
ましい。

計　画 実　績
南極観測審議
委員会意見

観測事業計画検討
委員会意見
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第Ⅷ期計画
５．定常観測
５－１．電離層定常観測

第Ⅷ期前半（22～24年度）の実績・成果
①電離層の観測
　極域電離圏の電子密度の高度プロファイルを観測す
るため、15分毎のイオノグラム取得を実施。従来型の
パルス方式イオノゾンデは第Ⅷ期前半中ほぼ安定して
運用。一方、パルスドチャープ方式（FMCW方式）電離
層レーダの試験観測をH22より開始し、H23からはパル
ス方式との並行運用を開始した。また、H24にはFMCW
方式用イオノゾンデの2基目のアンテナが完成し、観
測システムの冗長化が達成された。また、パルス方式
とFMCW方式の比較検証を進めており、装置の特性の違
いによる差があるものの、基本的なパラメータについ
ては同等の観測が実施できていることが確認された。
引き続き、太陽活動極大期における比較検証を行う。
衛星電波シンチレーション観測については、順次装置
を南極昭和基地に設置し、H23より3台による観測シス
テムが稼働した。現在、衛星電波変動特性の解析や、
水平速度導出のためのアルゴリズム開発を進めてい
る。

②宇宙天気予報に必要なデータ収集
　宇宙天気予報に必要な極域観測データを国内にリア
ルタイム伝送するためのシステムを着実に運用した。
リアルタイム伝送は、即時性が必要な宇宙天気予報等
に活用し、速報データとしてWeb等を通じて公開し
た。また、リアルタイムに現地の状況が把握できるこ
とにより、国内からの観測管理や早期の障害発見・復
旧にも役立っている。

■観測の対象
観測対象は以下の３つである。
１）電離圏の垂直構造
２）衛星測位電波変動
３）しらせ航路上における長波電界強度

■観測の手法
前述した観測対象を下記の手法によりそれぞれ観測す
る。
１）パルスレーダー方式、及びパルスドチャープレー
ダー方式により短波帯の出なを地表からデルタ型空中
線によって垂直に発射し、電離圏からのエコーを受信
し、強度や時間差の情報を記録する。
２）オーロラ活動等に伴って生じる電離圏不規則構造
に伴う衛星測位電波変動を3か所の受信装置によって観
測し、電波変動特性を把握すると共に、3箇所の変動の
時間差から電離圏水平方向の変動速度を推定する。

計　画 実　績

自己点検評価・中間評価　共通様式

観測事業計画検討
委員会意見

〔電離層個別〕
●３つの観測項目いずれも自動化が
図られ、順調に実績／成果が得られ
ている。
●宇宙天気予報に必要な極域観測
データを、リアルタイムに伝送する
システムが着実に運用されているな
ど、データ公表に関しても問題はな
い。

〔定常共通〕
●国際的な枠組みの中で推進されて
いる観測もあり、日本の国際社会へ
の貢献として意義深いものであるた
め、今後も継続的に実施する必要が
ある。
　ただし、観測データの国内外にお
ける活用状況が不明瞭なため、どの
ようにどの程国際貢献を果たしてい
るのか検証することが望ましい。
●品質を保持しつつ観測の自動化／
省力化を図るべく、観測機器の定期
的な点検／整備や高度化に係る中／
長期的な計画を策定し、着実にこれ
を推し進める必要がある。
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計　画 実　績

３）しらせの往復の航路上で、ループアンテナと受信
機により長波電界強度の南北方向の距離依存性を測定
する。

■観測体制の維持・管理・拡充
各観測システムの効率化、集約化、自動化を推進し、
夏隊の派遣のみで装置の維持・管理が行える体制に移
行。

■観測による科学的データの国際機関への提供（とそ
の効果）
国際電波科学連合（URSI）の下で開発・改良が進めら
れている国際電離圏モデル（IRI）にデータを提供し、
南極域の電離圏変動のモデル化の改良に役立ってい
る。

■観測の自己点検
３つの観測項目とも、概ね計画通りに観測を実施し、
装置の維持・管理・更新もおおむね計画通りである。

③電離層の移動観測
　長波標準電波の電界強度と位相の測定を着実に実施
し、我々が提案している計算方法との比較・検証を
行っている。

観測事業計画検討
委員会意見
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第Ⅷ期計画
５．定常観測
５－２．気象定常観測

自己点検評価・中間評価　共通様式

観測事業計画検討
委員会意見

〔気象個別〕
●気象観測は国際的な観測ネット
ワークの一部として推進され、観測
データは国際的なデータセンターに
登録し、国際的な共同利用・共同研
究に供されている。また、観測隊の
南極行動にも役立てられているもの
であり、これらのことは高く評価で
きる。
●オゾン観測からは、オゾンホール
など地球環境変動の典型例としての
地圏が得られている。

〔定常共通〕
●国際的な枠組みの中で推進されて
いる観測もあり、日本の国際社会へ
の貢献として意義深いものであるた
め、今後も継続的に実施する必要が
ある。
　ただし、観測データの国内外にお
ける活用状況が不明瞭なため、どの
ようにどの程国際貢献を果たしてい
るのか検証することが望ましい。
●品質を保持しつつ観測の自動化／
省力化を図るべく、観測機器の定期
的な点検／整備や高度化に係る中／
長期的な計画を策定し、着実にこれ
を推し進める必要がある。

　第Ⅷ期に計画した観測については、目標通り実施す
ることができた。また、観測データに対して品質管理
を行い、年・月毎の平均値や極値を各観測項目につい
て作成した。これらデータについては、ＷＭＯが指名
する各データセンターに送付し、国内外の研究者に提
供するとともに、気象庁ＨＰ等にを通じ、観測成果を
広く国民に提供することができた。

　地上気象観測については計画通りの観測を実施する
ことができた。航空路の拡大等に伴い、第54次から、
大陸にある航空観測拠点における無人気象観測を開始
した。

　高層気象については計画通りの観測を実施すること
ができた。

　オゾン観測については計画通りの観測を実施するこ
とができた。得られたデータから、南極の上空はオゾ
ン量が記録的に少ない状況であることを確認すること
ができた。特に、オゾンゾンデ観測については、観測
センサーを国際的に使用されている方式に変更し、精
度面での向上を図った。なお、新方式の観測に使用す
る反応液の使用期限は３か月と短期間のため、職員が
基地で適宜、反応液を調合することで対応している。

　昭和基地では、一時閉鎖した期間を除き、第1次観測
から地上気象観測を、第3次観測からは高層気象観測
を、第5次観測からはオゾン層や大気混濁度の観測を開
始し、長期間にわたるデータの蓄積を行っている。ま
た、第32次観測からは日射・放射観測を強化、さらに
第V期計画の第38次観測からは地上オゾン濃度の観測も
実施し、気候・環境関連の基礎的観測データを定常的
に提供する体制を整備している。これらの観測は、世
界気象機関（WMO）の国際観測網の一翼を担って実施さ
れており、その資料は即時的に各国の気象機関に通報
され、日々の気象予報に利用されるほか、温暖化やオ
ゾン層破壊等の地球環境問題の解明と予測に利用され
ており、今後も気候・環境研究における基礎的観測
データの重要性は高い。さらには地球規模的な気候変
動の監視のため、極域の昭和基地での定常観測を維持
することとし以下の観測項目を実施していく。各種観
測装置については最新技術の導入による効率化を目指
すこととする。

①地上気象観測
　全球気候観測システム（GCOS）の観測点であり、野
外活動支援に不可欠であることから従来から実施して
きた地上気象観測を継続する。

②高層気象観測
　GCOSの観測点であり、野外活動支援にも必要である
ことから、レーウィンゾンデによる高層気象観測を継
続する。

計　画 実　績
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計　画 実　績
観測事業計画検討
委員会意見

③オゾン観測
　全球大気監視計画（GAW）の観測点であることから、
オゾン分光観測、オゾンゾンデ観測、紫外域日射観
測、地上オゾン濃度観測を継続する。

④日射・放射量観測
　世界気候研究計画（WCRP）の基準地上放射観測網
（BSRN）及びGAWの観測点であることから、日射・放射
量の観測を継続する。

⑤天気解析
　観測隊の野外活動の多様化、航空路の拡大等に伴
い、気象情報の重要性が更に増加すると考えられる。
これらに対応し天気解析を継続するとともに、昭和基
地で利用可能な気象資料の拡充を図る。

　日射・放射観測については計画通りの観測を実施す
ることができた。

　インターネットで周辺国の情報を入手することによ
り、より精度のよい天気解析を行うことができた。さ
らに、昭和基地周辺の航空施設を利用する航空機に向
けて、基地周辺の気象情報を提供する等の支援を強化
した。
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第Ⅷ期計画
５．定常観測
５－３．測地定常観測

自己点検評価・中間評価　共通様式

計　画 実　績
観測事業計画検討

委員会意見

　気候変動など地球環境全体の監視には、南極の氷床
とその基盤も含めた詳細な地形情報等の地理空間情報
の整備とその変化情報の取得が必要である。
　このために、南極地域の測地定常観測分野におい
て、宇宙利用技術をはじめとする各種の新技術の開発
と実用化を進め、より正確で精密な地形情報等を取得
する。
　また、そのデータユーザーが多分野かつ世界中に存
在することから、地球全体に係る情報から局地的な各
種行動支援に必要な情報まで、これまで以上に積極的
にインターネット等を利用した公開を進めて行く。

① 測地測量
・地球規模の測地パラメータ取得
　国際GNSS事業(IGS)や国際VLBI事業（IVS）に参加
し、昭和基地周辺における観測等を通じて地球規模の
事象を監視する国際活動に貢献する。また絶対重力測
量及び相対重力測量等の測地観測を実施し、国際絶対
重力基準網(IAGBN)の構築とその精度の維持及び地殻変
動、地球内部構造の把握を行う。
・局地的な測地情報の精密化
　前期の計画から引き続き、日本の南極観測事業に必
要な地域の正確な位置情報維持管理のための測地観測
を実施する。また、第Ⅷ期においては、南極地域にお
ける標高情報の高精度化に必要となる測地観測を重点
的に行う。

① 測地測量
1)地球規模の測地パラメータ取得
【昭和基地でのGNSS連続観測】昭和基地のGNSS連続観
測点は、国際基準座標系（ITRF）を構築するための根
幹の観測点（Reference Frame Site）として、IGSが
作成・提供するGNSS衛星軌道情報の南極地域での精度
を保つため、1秒間隔でのGNSS連続観測を継続してお
り、観測データは衛星通信経由で国土地理院が回収し
てIGSへ提供している。
【重力測量】昭和基地周辺の基準点上において相対重
力測量を13点実施した。
2)局地的な測地情報の精密化
【GNSS固定観測】ラングホブデの自立型（無人）GNSS
固定観測装置による24時間観測を実施した。観測結果
はポストグレーシャルリバウンドの監視に利用した。
【氷床変動観測】昭和基地周辺の露岩域の氷床上に設
置した観測点（3点）をGNSSでくり返し観測し、同地
域の大陸氷床流動の経年変化を検出した。
【精密測地網測量】ITRFに基づき、GNSS測量により、
基準点の新設12点、既設基準点の改測16点を実施し
た。スカルブスネスにおいて海上保安庁と協力し潮位
副標から、上記のうち1点の新設基準点まで水準観測
を実施した。
【水準測量】昭和基地周辺において既存の水準点改測
を2.7km実施した。

〔測地個別〕
●国土地理院を中心に、様々な測地
観測情報が獲得されている。中で
も、氷床変動観測データから大陸氷
床の経年変化が明らかにされたこ
と、広範囲にわたって３次元地形情
報が整備されたことは高く評価でき
る。

〔定常共通〕
●国際的な枠組みの中で推進されて
いる観測もあり、日本の国際社会へ
の貢献として意義深いものであるた
め、今後も継続的に実施する必要が
ある。
　ただし、観測データの国内外にお
ける活用状況が不明瞭なため、どの
ようにどの程国際貢献を果たしてい
るのか検証することが望ましい。
●品質を保持しつつ観測の自動化／
省力化を図るべく、観測機器の定期
的な点検／整備や高度化に係る中／
長期的な計画を策定し、着実にこれ
を推し進める必要がある。
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計　画 実　績
観測事業計画検討

委員会意見

② 南極地域における詳細な３次元地形情報の整備
　東南極の沿岸から内陸に至る氷床を含む表面地形と
基盤地形の両者の詳細な３次元地形情報を定期的に整
備し、沿岸部の地形の変化状況と氷河の動きのメカニ
ズムを調査・解析するための基礎的データを提供す
る。このために、新技術（衛星画像解析・レーザ測量
等）の開発と実用化を推進する。

③ 地図情報等の整備・公開
　国土地理院がこれまでに作成した南極地形図の維持
管理を行うとともに、そのデータ及び基礎的な測地観
測情報等を含む測量成果をインターネット上でわかり
やすい形で公開して行く。

② 南極地域における詳細な３次元地形情報の整備
【３次元地形情報の整備】衛星画像による標高データ
作成手法の検討・品質検証結果に基づき、陸域観測技
術衛星（ALOS）データを使用して、東ドロンイング
モードランド沿岸から内陸に至る氷床を含む表面地形
のデジタル標高モデル（DEM）14.6万k㎡を整備した。
成果は沿岸部の地形変化状況と氷床の動きのメカニズ
ムを調査・解析するための基礎データとして関係機関
に提供した。また、南極地域におけるレーザ測量技術
の実用化にむけた取り組みとして、昭和基地周辺にお
いてデータ取得の試験作業を行った。

③ 地図情報等の整備・公開
　南極地域観測による測量成果（地図情報含む）の一
般公開向けサイトを試作した。
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第Ⅷ期計画
５．定常観測
５－４．海底地形定常観測

第Ⅷ期前半（22～24年度）の実績・成果

・南極大陸周辺やリュツォホルム湾内の測定を行い詳
細な地形データを取得
・南極海域における大陸、海洋地殻の進化過程解明の
基礎データとして活用。

■観測の対象
　・海底地形調査
■観測の手法
　・新「しらせ」に装備されたマルチビーム測深機及
び投下式塩分水温深度計プローブを使用した測深
■観測体制の維持・管理・拡充
　・第51次南極観測より海底地形調査を開始
　・毎年測域を変更し、新たな海底地形データを取得
■観測による科学的データの国際機関への提供（とそ
の効果）
　・海底地形調査で得られたデータを基礎資料とし、
南極海域の海図及び改版を作成（作成海域は国際水路
機関（IHO)が指定）
■観測の自己点検
　・南極海域の海図及び改版作成の基礎資料として利
用
　・南極海域における大陸・海洋地殻の進化過程解明
の基礎データとして活用
　・海洋調査の基礎データとして不可欠

計　画 実　績

自己点検評価・中間評価　共通様式

観測事業計画検討
委員会意見

〔海底地形個別〕
●南極域の海図作成の一端を担って
おり、着実に進展している。
●南極大陸周辺やリュツォホルム湾
において、マルチビームソナーなど
による詳細な海底地形データが獲得
されたことは重要な成果である。

〔定常共通〕
●国際的な枠組みの中で推進されて
いる観測もあり、日本の国際社会へ
の貢献として意義深いものであるた
め、今後も継続的に実施する必要が
ある。
　ただし、観測データの国内外にお
ける活用状況が不明瞭なため、どの
ようにどの程国際貢献を果たしてい
るのか検証することが望ましい。
●品質を保持しつつ観測の自動化／
省力化を図るべく、観測機器の定期
的な点検／整備や高度化に係る中／
長期的な計画を策定し、着実にこれ
を推し進める必要がある。
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第Ⅷ期計画
５．定常観測
５－５．潮汐定常観測

第Ⅷ期前半（22～24年度）の実績・成果

極地研等の研究者へ観測データの提供を行っている。
　・JARE DATA REPORT
　・日本海洋データセンター（JODC）
　・インターネットリアルタイム提供
　・SCAR（南極研究科学委員会）データベース登録

■観測の対象
　潮汐
■観測の手法
　海底に潮位計を設置し、リアルタイムで海面の高さ
を観測
■観測体制の維持・管理・拡充
　海の深さや山の高さの決定や大陸の地殻変動、地球
温暖化に伴う海面水位変動を把握するため、昭和41年
から海底に設置した潮位計により海面の高さを観測し
ている。
■観測による科学的データの国際機関への提供（とそ
の効果）
　・観測結果は、海上保安庁ホームページによりリア
ルタイムで一般に公表しているほか、日本海洋データ
センター（ＪＯＤＣ）でも公表
　・南極研究科学委員会（ＳＣＡＲ）、全地球水位監
視活動（ＧＬＯＳＳ）へデータ提供
■観測の自己点検
　・海の深さや山の高さの決定及び津波等の海洋現象
研究の基礎資料として重要
　・地殻変動や地球温暖化による海面上昇等のモニ
ターとして必要
　・地球観測変動のモニター点として、政府間海洋学
委員会（IOC)の全地球水位監視活動（GLOSS）に登録、
環境監視ネットワークに貢献
　・南極研究科学委員会（SCAR)データベースに登録、
調査・研究に活用

計　画 実　績

自己点検評価・中間評価　共通様式

観測事業計画検討
委員会意見

〔潮汐個別〕
●観測結果がJODCなどに提供され、
インターネットを通じてリアルタイ
ムで一般にも公開されていること
は、高く評価できる。

〔定常共通〕
●国際的な枠組みの中で推進されて
いる観測もあり、日本の国際社会へ
の貢献として意義深いものであるた
め、今後も継続的に実施する必要が
ある。
　ただし、観測データの国内外にお
ける活用状況が不明瞭なため、どの
ようにどの程国際貢献を果たしてい
るのか検証することが望ましい。
●品質を保持しつつ観測の自動化／
省力化を図るべく、観測機器の定期
的な点検／整備や高度化に係る中／
長期的な計画を策定し、着実にこれ
を推し進める必要がある。
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